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国民健康保険特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

国民健康保険事

業 
[国保年金課] 

 

7,100,000  

(8,284,000) 

 

県 5,027,659 

他     5,482 

 

 

 平成 30 年度から滋賀県とともに国民健康保険の運営を担

い、保険給付、保険税の決定と収納率向上への取組、保健事業

の推進などを行う。さらに、県や他市町など関係者と一体とな

って、事務の効率化、標準化に取り組む。 

 なお、保険税については、税負担と保険給付サービスの均衡

を図る中、被保険者にとって急激な負担増とならないよう基金

の一部を繰り入れた上、税率改定を行う。 

  

 平成 30年度予算  7,100,000 

 

・保険給付費   4,996,890（4.6％減、H29：5,237,317） 

・一般会計繰入金  492,808（4.1％減、H29： 513,816） 

 

 

 



土地取得特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

土地取得特別会

計 
[財政課] 

 

184,800 

(165,800) 

 

他 179,700 

 

 

 

 

 

 

 

公用もしくは公共の用に供する土地等をあらかじめ取得し、

土地取得の円滑化を図る。 

 

○保有土地の状況（H30.3見込）：4,468.49㎡、195,270 千円 

○H28年度末基金現金残高：178,422千円 

 

【基金残高】               （単位：千円） 

 平成 29 年度末見込 増減 平成 30 年度末見込 

土地開発基金 179,024 700 179,724 
 

 

 

4468.49+898.8 

195,270+18,689=213,959 



育 英 奨 学 事 業 特 別 会 計 

（単位：千円） 

- 83 - 

 

 

 

                                           

    

事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

育英奨学事業 
[学校教育課] 

 

 

11,000  

(10,000) 

 

他 4,335 

 

  未来を担う人材育成のため、また教育の機会均等を図るため、

経済的理由により、高等学校、高等専門学校、大学、大学院、専

修学校等への修学および外国の高等学校へ留学することが困難な

者に対し、奨学金を貸与する。 

 

 ・育英奨学資金貸付事業     6,104 

    

   平成 30年度の見込 

    新規  13人(高校生 5人、大学生等 5人、留学 3人) 

    継続  ７人(高校生 3人、大学生等 4人) 

 

 



介護保険特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

保険事業勘定 
[長寿政策課] 

[介護保険課] 

[地域包括支援ｾﾝﾀｰ] 

 

5,160,000  

 (4,788,000) 

 

 

国 1,023,774 

県   694,220 

他 1,320,069 

 

 

高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるよ

う、適正な介護保険のサービスを提供するとともに、高齢者の

介護予防を重視した事業の推進を図る。 

  

○保険給付費  4,654,097(対前年度比 5.6％増) 

 （H29年度当初 4,406,153） 

○介護保険の適正運営 

・介護保険制度の周知、啓発 

・介護保険事業者の指導監督 

○介護保険料の賦課、徴収 

・普通徴収対象者の保険料納付促進 

○要介護認定の実施 

・要介護認定訪問調査の実施、介護認定審査会の開催 

○第７期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の推進 

  （平成 30年度から３箇年） 

○介護保険制度改正に伴う基幹系システム改修   5,292 

 

○地域支援事業  

＜事業内容＞ 

 ①介護予防・生活支援サービス事業 

○総合事業（介護予防・日常生活支援総合事業）の実施 

・通所型サービス（従来型・緩和型）     86,702 

・訪問型サービス（従来型・緩和型）     23,517 

○新しい総合事業の対象者へ介護予防ケアマネジメントを

実施する。 

・ケアマネジメント事業 29,236 

 

 ②一般介護予防事業 

○65 歳以上の高齢者を対象に、介護予防の周知啓発、すこ

やかサロンやその他の介護予防事業等を実施する。 

・地域介護予防活動支援事業 10,739 

・いきがい活動ポイント事業  4,443 

○健康のび体操の普及を目指し、住民の自主グループ化の支

援、指導者の養成、のびバンドの購入助成を行う。 

・一般介護予防事業     3,507 

・すこやか訪問事業     1,105 

 

 ③包括的支援事業・任意事業 

〇介護給付実績の分析・適正管理、ケアプラン等の点検、

介護用品(紙おむつ)の購入助成、お話し相手ボランティ

ア派遣事業、介護相談員派遣事業、住宅改修支援を実施

する。 

・介護給付費等適正化事業 5,593 

・家族介護支援事業    20,353 

・地域自立生活支援事業   1,666 



 

（単位：千円） 

 - 85 - 

事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

・住宅改修支援事業          60 

〇高齢者の生活支援体制を整備する。 8,229 
・第１層・第２層生活支援コーディネーター業務委託料 

〇高齢者の実態把握、総合相談支援事業、認知症総合支援事

業、権利擁護事業等を行い、高齢者が安心して住み慣れた

地域で生活することができるよう支援する。 

〇在宅医療や介護への移行調整を行うとともに、在宅療養 

や在宅看取りの推進を図る。 

〇河西・速野・中洲学区を対象とする北部地区地域包括支援セ

ンターを民間委託により運営する。 

〇守山・小津学区を対象とする南部地区地域包括支援センタ

ーを平成 31年４月に開設する準備を行う。 

 

  ・包括的支援事業運営      51,659 

  ・地域ケア会議推進事業       342 

  ・成年後見関係事業          3,537 

  ・在宅医療・介護連携推進事業  10,232 

  ・認知症初期集中支援推進事業   6,449 

  ・認知症地域支援・ケア向上事業 3,549 

  ・認知症高齢者見守り事業         789 
 

 

サービス事業勘定 
[地域包括支援ｾﾝﾀｰ] 

 

30,000  

(28,700) 

 

他 24,156 

 

 

 地域包括支援センターにおいて、予防給付に関するケアマネ

ジメントを行う。  

  ・ケアプラン作成事業 24,038 

 

 



後期高齢者医療事業特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

後期高齢者医療

事業 
[国保年金課] 

 

802,000  

(750,000) 

 

国 1,425 

他   191 

 

 

後期高齢者医療制度の円滑な運営のため、広域連合との連携

のもと、広報啓発に努めるとともに、広域連合に納付する保険

料の徴収、諸届、申請受付事務を行う。 

 なお、平成 30・31 年度は後期高齢者医療保険料率が改定さ

れる。 

 

 平成 30年度予算       802,000（前年：750,000） 

 

・後期高齢者医療事業事務費    7,513（前年： 6,811） 

・後期高齢者医療保険料徴収費   5,388（前年： 4,359） 

・後期高齢者医療広域連合負担金 772,970（前年：722,484） 

 

 



農業集落排水事業特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

農業集落排水

事業 
[経営総務課] 

[施設工務課] 

 

 

 

229,000  

(226,000) 

 

県    1,298 

他   47,287 

 

 

 

 農業集落排水処理場の適正な運転・維持管理に努めます。また、公共

下水道への接続に向けた準備作業に取り組みます。 

 

○ 使用料収入（有収水量） 

   農業集落排水（347,585㎥）      47,023 

 

○ 主な事業 
・農業集落排水施設維持管理費       96,641 

  〔農業集落排水施設およびマンホールポンプ場の年間維持管理業務〕 
   小浜、新庄服部、幸津川、立田、今浜、水保処理場（６箇所） 

およびマンホールポンフﾟ場（20箇所） 
 

 ・下水道不明水対策事業           5,778 
  〔不明水調査業務（水保地区）〕 
 
○ 一般会計繰入金(前年度 176,050)     180,215 
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